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海外Topic

中国税関と税務局の現行管理体制の下では、企業は海外関連者から輸入仕入を行
う場合、税関と税務局の法規および課税に対する着眼点の違いにより、二重課税
問題が生じる可能性があります。長年にわたって発生してきたこの問題を解決する
ために、このたび、中国深圳で移転価格協同管理制度が公布され、中国で初めて
政府部門をまたぐ協力体制が創出されることとなりました。ここでは、当該制度の
概要および当該制度に基づきKPMG中国チームが担当した中国初の成功事例を
ご紹介します。
韓国では、2022年3月9日に大統領選挙が行われ、国民の力党の尹錫悦（ユン・ソ
クヨル）氏が約25万票差（約0.7％）という僅差により、共に民主党の李在明（イ・
ジェミョン）氏を破り大韓民国第20代大統領に当選しました。
新政権は経済、安保、外交、住宅事情、原発等の各政策について文在寅（ムン・
ジェイン）前政権の路線からの軌道修正を公約に掲げていますが、本稿はそのうち
日系企業経営への影響が想定される税制分野について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

  POINT 1

中国税関と税務局間での移転価格協同管理制度および試行成功事例のご紹介
深圳の税務局と税関は、税関の事前裁定、税務局の事前確認制度（以下、「APA」とい
う）、および企業との三者間覚書を締結・執行する形で、深圳企業の関連者輸入価格に
対する事前審査と協同管理制度を発表し、中国初の革新的な制度として注目されて 

いる。

  POINT 2

韓国税務の最新動向　～新政権が掲げる租税公約～
新政権は以下の選挙公約を2022年税制改正に反映するよう準備している。
• 不動産市場の安定化に向けた複数の税制支援
• 企業投資促進のための法人税制改正   

•  暗号資産のような新しい投資形態に対する税制整備までの課税猶予    

ただし、新政権を支える国民の力党は少数与党のため、政権運営に不安がある。 
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Ⅰ

中国税関と税務局間での移転
価格協同管理制度および試行
成功事例のご紹介

1. 背景

多国籍企業ではグローバルでのサプラ
イチェーンの最適化を追求し、クロスボー
ダー関連企業取引が盛んに行われており、
関連企業取引の輸入価格設定の合理性に
ついて、税務局は移転価格税制、税関は
関税評価制度に基づき、両当局が管理審
査を行っています。企業の関連者輸入取引
に対し、中国の税関と税務局は同一の独
立企業間取引の原則に基づき審査するも
のの、双方の着眼点は次の通り一致して
いません。
• 税関の着眼点：輸入貨物の成約価格
は税関の輸入税金の主な課税標準とな
る。そのため、税関は中国における企業
の輸入価格が不当に低く設定・申告さ
れ、輸入税金の過小納付問題がないか
に注目する。

• 税務局の着眼点：輸入者である中国企
業に企業所得税を課税する際に、収入
から損金算入できる原価、費用を差し引
いた後の課税所得が課税標準となる。
そのため、税務局は輸入価格（仕入原
価）が不当に高く設定され、中国におけ
る企業の課税所得を過少に計算してい
る問題がないかに着目する。

以上のように、税関と税務局は審査の
着眼点が異なり、課税に対する考えが相
反していることから、それぞれ独立してい
る依拠法規と管理体制に基づき、企業の
関連取引に対して異なる判定結果を出す
のが一般的です。したがって、企業が税
関または税務局のいずれかから移転価格
関連の質疑と課税を受けた場合、税関と
税務局の間の二重課税問題が生じてしま
います。これは中国のみならず、グローバ
ルでも普遍的に存在している問題です。と

りわけ、中国では関連者からの輸入価格
評価の税関調査が増加しており、それに
関連して二重課税問題が多く発生してい 

ます。

2. 中国税関と税務局間での移転価格協
同管理制度発足

このような二重課税問題を解決するた
め、中国深圳市の税関と税務局は2022年
5月18日付けで「深圳税関　国家税務総局
深圳市税務局　関連輸入貨物移転価格
協同管理に関する通告」を公布。中国で初
めて政府部門をまたぐ協力体制を創出し、
関連者輸入価格に対する移転価格協同管
理制度を正式に実施することとなりまし
た。これは中国としても世界的にも画期的
な取組みとして高く評価されるでしょう。
深圳の移転価格協同管理制度の公告は

根拠法令、申請条件、申請フロー、三者覚
書の主要内容を記載しています。制度の主
な内容は以下の通りです。
• 依拠法令：税務局のAPA制度関連法令
および税関の事前裁定関連法令

• 申請条件：申請者の法人登録地が深圳
であり、かつ税関事前裁定および税務
局のAPAにおける申請条件を満たすこ
と

• 申請フローおよび協議成果物：企業は
深圳税関と税務局の関連部署に申請提
出し、両当局による協同評価作業を経
て、協議合意結果にて税関から事前裁
定を入手し、税務局とAPAを締結すると

同時に三者間の協同管理覚書を締結
• 覚書の主要内容：
 ➣ 適用期間：3年
 ➣  移転価格算定方法と税関価格評価

方法：覚書には、税務上の移転価格
算定方法と税関の価格評価方法、適
用の財務指標および独立企業間利益
率レンジを明記しなければならない。

 ➣  申請者貨物価格調整：適用期間中の
いずれの年度においても、企業は覚
書に合意される独立企業間利益率レ
ンジの中位数と一致するように利益
率を達成しなければならない。もし
実績が中位数より低い、もしくは高
い場合、企業は申告上中位数まで価
格調整を行わなければならず、深圳
税関と深圳税務局はそれぞれの法令
に基づき手続きを実施する。

3. KPMGがサポートした中国初試行事
例の紹介

この新制度の正式公布前に、深圳税関
と税務局は、深圳にある日系企業A社と
関連者輸入価格に関する協同管理協議を
実施しました。KPMG中国はA社の税務
顧問として当該試行事例の全プロセスに
深く関与し、協同管理制度の実行可能性
の検討、当局との試行案件の協議と合意、
制度化までのすべてのプロセスで支援し
ました。（図表1参照）
協同管理制度への申請により、A社は

以下のようなメリットを受けています。

図表1 A社の関連者取引の流れ

中国海外

一般貿易輸入

IP 費用の支払

製品販売

第三者中国 A 社海外関連者

出所：KPMG作成
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• 不合理な税負担を低減：A社は輸入価
格のままで企業所得税納税申告をして
きたが、税関調査で加算調整された輸
入価格で輸入税金を追納した。その後、
協同管理制度への申請により、税関の
追納による課税ベース増加分に対し、A

社は税務局で課税所得減額を受け、法
人税の減税を受けた。加えて、A 社は協
同管理協議に定めた利益水準を達成で
きれば、税関によるロイヤルティ課税が
不要となり、長年悩まされていた税関ロ
イヤルティ課税問題が解決できた。

• 当局による調査リスクを解消：税関と
税務局による移転価格課税、税関によ
るロイヤルティ課税等の調査リスクを解
消し、将来の移転価格ポリシーの安定
性を高めた。

• 複数税関への調査対応によるプレッ
シャーから解放：A社は法人登録地の
深圳以外の複数税関に輸入価格の監督
を受けて、複数の税関調査対応に迫ら
れていた。協同管理制度への申請によ
り、A社の関連者輸入取引価格に対す
る審査はまとめて深圳税関が担当する
こととなった。

上述の試行事例の成功と深圳で協同管
理制度の発足に伴って、深圳以外の一部
地区では同様の制度の導入を検討しはじ
める動きがみられています。将来的に他の
地域もしくは中国全土における制度の試
行と運用が行われ、より多くの納税者が
恩恵を受けられることを期待しています。

4. 移転価格協同管理制度の活用方法の
検討

近年、移転価格にまつわる以下のよう
な悩みを抱えている多国籍企業は多く存
在すると思われます。
• 関連者の輸入や仕入に関して税関の課
税を受けている企業

• 税関のロイヤルティ課税を受けている
企業

• 中国子会社の利益水準が高く、日本の
移転価格問題や中国から海外関連者へ
の利益還元問題の解決を望む企業

• 年末移転価格一括調整の際に、海外送
入金問題がある企業

• 従来の税関調査や移転価格調査対応の
プレッシャーを低減し、将来の移転価
格ポリシーの確定性を高めることを望
む企業

協同管理制度の活用は上記事項に対す
る対策の一案として考えられますが、正式
申請前に以下に記載する各中国子会社状
況を事前に整理することを推奨します。
• 各中国子会社の税関課税関係と税務局
課税関係の整理

• 税関と税務局の課税に関わる社内の管
理体制および内部情報交換状況の整理

• 各中国子会社のサプライチェーンと商
流の整理

また、上述のように、現時点において協
同管理制度の適用は深圳法人しか申請で
きません。したがって、深圳以外の中国法
人が関連制度の利用を希望する場合、各
地の関連当局へ打診と交渉を行い、中国
の他の地区で試行案件の申請を試みるこ
とが考えられます。もしくは中国事業のサ
プライチェーンを見直したうえで既存また
は新設の深圳法人を利用し、深圳の現行
制度を活用することができます。

Ⅱ

韓国税務の最新動向 
～新政権が掲げる租税公約～

1. 大統領選挙における公約について

2022年3月9日に行われた大統領選挙に
おいて、尹錫悦（ユン・ソクヨル）氏は以下
を選挙公約に掲げていました1。

① 新型コロナウイルス感染症の克服 

② 幸福経済時代、成長と福祉の好循環

③ 公正と常識の回復、大韓民国正常化
④ 温かい仲間、皆が幸せな大韓民国
⑤ 堂々とした外交、堅固な安保 （未来志向
的な日韓関係を含む）

⑥ 大胆な未来、自立と創意が尊重される
国

⑦ クリーンな環境、炭素中立を跳躍する
きっかけに

⑧ 安心大韓民国、皆が安全な国
⑨ 均衡発展、バランスよく生きる大韓民国
⑩ 国政革新、デジタルプラットフォーム政
府

これらの公約を掲げて尹錫悦 （ユン・ソ
クヨル）氏が李在明 （イ・ジェミョン）氏との
接戦を制し、第2 0代大統領に当選しまし
た。以下では、このうち租税分野を中心に
公約内容および今後予想される税制改正
について解説します。

2. 今後の税制改正について

新大統領の選挙公約のうち租税分野に
ついては、大部分が2022年度税制改正に
反映されていくことが予想されます。（図表
2参照）
以下では、それぞれの内容を解説し 

ます。

（1） 不動産税制
新政権ではタスクフォースを組成して不

動産税制全般を正常化する案を推進して
います。前政権では市場原理を適切に考
慮しなかったことが不動産価格の高騰を
抑えられなかった主な原因ととらえ、新政
権は市場原理がうまく機能するよう税制
を改正することで不動産市場の安定化を
図ろうとしています。
韓国の不動産税制は大きく分けて保有

税と取引税に構成されており、これに関し
て新政権が準備している税制改正は以下
の通りです。
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（ⅰ） 保有税
納税者の負担能力を考慮して賦課水準

および変動幅を調整することを目標として
います。
 ➣  公正市場価額比率の調整を通じて不

動産公示価格を2020年水準に戻す
 ➣  公示価格の算定根拠および評価手続

の公開について透明性を確保する
 ➣  地方自治体に公示価格の検証セン

ターを設置し、中央政府の公示価格
を相互検証する

 ➣  今後公示価格の現実化推進計画を
再樹立する

 ➣  1住宅保有者の税率上限を文在寅（ム
ン・ジェイン）政権発足以前の水準に
緩和する

 　  1住宅保有者、非調整地域の2住宅保
有者：150%→50%

  　 調整地域の2住宅保有者、3住宅保有
者、法人：300%→200%

 ➣  1住宅の長期保有者に対して年齢に
関係なく売却・相続時点まで納付繰
延を許容する

 ➣  課税基準を保有住宅戸数から価額基
準に転換する

（ⅱ） 取引税
譲渡所得税と取得税をそれぞれ緩和す

る方向で改正される予定です。これに伴い
不動産供給が増加し、不動産価格の安定
が形成されると新政権は予想しています。
• 譲渡所得税
 ➣  多住宅保有者に対する重課税率の適

用を最大 2年間猶予し、不動産税制
の総合改編過程で多住宅保有者に対
する重課税方針を見直していく

• 取得税
 ➣  1住宅保有者の円滑な住居移動を促

すため、1～3%の税率を単一化する
か税率適用区間を単純化する

 ➣  単純累進税率を超過累進税率に転
換する

 ➣  生涯初の住宅購買者に対して取得税
の免除、または1%の単一税率を適用
する

 ➣  調整地域の2住宅以上に対する累進
課税を緩和する

（2） 所得税制
新政権は、個人投資の安定化と活性化

の両面を考慮した所得税改正を計画して

います。特に暗号資産のような新たな投
資形態に関しては前政権が決定した課税
方針を緩和し、明確な定義やルールを整
備するまでは課税を猶予することで市場
への影響を抑え、取引の活性化を図ってい
ます。
• 暗号資産関連税制
 ➣  前政権：非課税枠は年間 2 5 0万ウォ

ン、2022年1月から課税
 ➣  新政権：非課税枠は年間5,000万ウォ

ン、2023年1月から課税

（3） 法人税制
新政府は半導体のような主要産業の育

成、R&D活動、および中小企業育成を目
的として以下の法人税制の改正を計画し
ています。

（ⅰ） 新産業等の育成
未来自動車、二次電池、バイオ等の新

産業分野への税制支援を拡大する予定で
す。具体的には、R&Dおよび施設投資税
額控除を拡大して半導体産業に対する実
効的な支援を行うとともに、クラウドコン
ピューティング研究開発投資企業に対し
ては税額控除等の �クラウドインセンティ
ブ� 制度を導入する予定です。

（ⅱ） R&D支援
租税支援、金融支援の拡充、拠出支援

の民間とのマッチングを拡大して、積極的
な税制支援により民間投資の倍増を計画
しています。

（ⅲ） 中小企業の支援および育成
ESG指標を活用した税制支援により中

小・ベンチャー企業のESG力量の強化を
図る予定です。特に工場自動化、eコマー
スのための物流設備の自動化、クラウドお
よびソフトウェア等のデジタル転換投資
に対する税政支援の強化することを計画
しています。

図表2 主な租税公約とその進捗状況

公約 進捗状況

不動産税

保有税率の引き下げ 総合不動産税率の引き下げを2022年度税
制改正案に包含する予定

多住宅者譲渡税の重科緩和 尹錫悦（ユン·ソクヨル）大統領就任日の5月
10日以降から適用中

総合不動産税と財産税の統合 新政府が継続して検討中

所得税 暗号資産所得の非課税基準 
および課税時期の調整 2022年度税制改正案に包含する予定

法人税

法人税の最高税率の引き下げ 選挙公約には存在しなかったものの、新た
に税制改正案に包含する予定

• 新産業等の育成
• R&D支援
•  中小・中堅・ベンチャー企業
等の支援および育成等

2022年度税制改正案に包含する予定

出所： 「第20代大統領選　国民の力党　政策公約集」（国民の力党HP） 
「新政権の経済政策方向」（2022年6月16日韓国政府発表）を基にKPMGにて作成
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（ⅳ） 法人税率の引き下げ
前政権は発足初年度の2017年に法人税

の最高税率を1990年以後27年ぶりに22%

から2 5%に引き上げました。当時は投資
誘致の目的で米国が法人税率を3 5%から
21%に14%ポイントも下げ、英国・フランス
などヨーロッパでも法人税引き下げ競争
が繰り広げられた状況であったことから、
韓国だけが逆行しているという指摘があ
りました。

上記の結果、税負担が増加し企業投資
に悪影響を及ぼしたと考え、新政権は企
業投資や雇用創出の誘引のために最高税
率を25％から22％に引き下げるとともに、
４段階で構成されている課税標準をより
単純化させることを2022年6月16日に開催
された 「新政権経済政策方向会議」にお
いて発表しました。 
以上のとおり、本稿を寄稿する2022年6

月末現在において、新政権は選挙公約の
実現のためさまざまな税制改正を計画し
ています。 
しかしながら、韓国の国会300議席のう

ち6割以上は共に民主党が占めており、新
政権を支える国民の力党は少数与党とな
ります。そのため、少なくとも2024年の次
回国会議員選挙までは厳しい国政運営が
迫られ、その実現性は不透明な状況が続
くと予想されます。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMG Advisory (China) Limited
陳蔚／パートナー

 +86 (755) 2547 1198
 vivian.w.chen@kpmg.com

KPMG韓国
ベク・チョンウク／ディレクター

 +82 (2) 2112 3339
 cbaik2@kr.kpmg.com

濱嵜康宏／マネジャー

 +82 (2) 2112 0263
 yhamasaki1@kr.kpmg.com

関連情報

KPMGは、日本企業の海外事業展開をこまやかに
支援するため、世界の主要 35ヵ国 89 都市に、約
760名の日本人および日本語対応が 可能なプロ
フェッショナルを配しています。

各国の最新情報については、下記をご覧ください。

海外進出支援窓口
https://home.kpmg/jp/ja/home/services/
global-support.html

中国
https://home.kpmg/jp/ja/home/services/
global-support/china.html

韓国
https://home.kpmg/jp/ja/home/services/
global-support/korea.html

1  「第20代大統領選　国民の力党　政策
公約集」

  https://www.peoplepowerparty.kr/

renewal/policy/data_pledge.do
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